
入札・契約制度説明会（建設工事） 
 

             日時：令和元年１１月２８日（木） 午前１０時３０分から 

             場所：東広島市市民文化センター アザレアホール 

 

   ＜次第＞ 

 

   １ 総合評価落札方式一般競争入札の改正について……………………………………１ 

（令和２年４月１日以降適用開始） 

 

   ２ 工事成績条件付一般競争入札について………………………………………………４ 

（令和元年１２月１日以降適用開始） 

 

   ３ 工期に余裕期間を設定した工事の実施について[再説明]…………………………５ 

（令和元年１０月３０日以降適用開始） 

 

   ４ 工事関係書類の簡素化について 

①主要資材一括承認について（材料承認時の添付書類の簡素化）[再説明]  …１３ 

（令和元年１０月２５日以降適用開始） 

②環境保全型ブロックの壁体重量確認の簡素化について[再説明]  ……………１７ 

（令和元年１０月２５日以降適用開始） 

 

   ５ その他  ………………………………………………………………………………１９ 

(1)災害復旧工事の発注について 

①平成３０年７月豪雨災害の復旧工事に係る「復興歩掛」及び「復興係数」 

の導入について [再説明] 

②遠隔地からの「労働者確保に要する間接工事費」及び「建設資材調達」に 

係る設計変更について [再説明] 

(2)指名競争入札及び随意契約について 

(3)東広島市低入札価格調査制度事務取扱要領の改正について 

（令和元年５月１０日以降適用開始） 

(4)復旧・復興ＪＶ制度の導入について 

（令和２年１月以降予定） 

(5)平成３０年７月豪雨に伴う災害復旧工事に係る主任技術者及び現場代理人の 

  兼務制限の緩和について（特例措置） 

（令和元年１１月２２日以降適用開始） 

 

   ６ 質疑応答 

 

東広島市 

総務部 検査課 ℡082-420-0950 

総務部 契約課 ℡082-420-0930 

建設部 災害復旧推進課 ℡082-426-3091 



１ 総合評価落札方式一般競争入札の改正について 

 

１ 趣旨 

価格と品質で総合的に優れた調達の推進を図るため、令和２年度も引き続き総合評価

落札方式一般競争入札を実施します。 

 

２ 発注対象工事 

（１）簡易Ⅰ型 

工事実績のほか、簡易な施工計画を求め評価するもの。 

（２）簡易Ⅱ型 

工事実績を中心に評価項目を設定し評価するもの。 

 

３ 改正点 

（１）評価項目：災害対応活動の有無について 

評価項目 令和元年度 令和２年度 配点 

災害対応活動 

の有無 

災害時応急対策活動等に関する基本

協定を締結し、かつ、平成 28年度か

ら平成 31年度に一般競争入札、指名

競争入札又は公開見積り合わせによ

り実施した災害復旧工事の応札実績

を 6回以上有する者 

災害時応急対策活動等に関する基

本協定を締結し、かつ、平成 29

年度から令和 2年度に災害復旧工

事の応札実績を 6回以上有する者 

※災害復旧工事の発注方式（一般

競争入札、指名競争入札、随意契

約）を問わない 

1.0点 

災害時応急対策活動等に関する基本

協定を締結し、かつ、平成 28年度か

ら平成 31年度に一般競争入札、指名

競争入札又は公開見積り合わせによ

り実施した災害復旧工事の応札実績

を 3回以上有する者 

災害時応急対策活動等に関する基

本協定を締結し、かつ、平成 29

年度から令和 2年度に災害復旧工

事の応札実績を 3回以上有する者 

※災害復旧工事の発注方式（一般

競争入札、指名競争入札、随意契

約）を問わない 

0.5点 

災害時応急対策活動等に関する基本協

定を締結している者 
（変更なし） 0.25点 

災害時応急対策活動等に関する基本協

定を締結していない者 
（変更なし） 0点 

※実績は東広島市発注のものに限る。 
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（２）評価対象年度の改正  

地域貢献の実績など評価の対象とする年度を改正します。 

 

４ 適用日 

令和２年４月１日以降に公告する案件から適用します。 

 

５ 翌々年度（令和３年度）変更予定の評価項目 

令和３年度は以下の変更を予定しています。 

 

評価項目 令和２年度 令和３年度 配点 

災害対応活動 

の有無 

災害時応急対策活動等に関する基本

協定を締結し、かつ、平成 29年度か

ら令和 2年度に災害復旧工事の応札

実績を 6回以上有する者 

災害時応急対策活動等に関する

基本協定を締結し、かつ、令和

元年度から令和 3年度に災害復

旧工事の受注実績を 3回以上有

する者 

1.0点 

災害時応急対策活動等に関する基本

協定を締結し、かつ、平成 29年度か

ら令和 2年度に災害復旧工事の応札

実績を 3回以上有する者 

災害時応急対策活動等に関する

基本協定を締結し、かつ、令和

元年度から令和 3年度に災害復

旧工事の受注実績を 1回以上有

する者 

0.5点 

災害時応急対策活動等に関する基本

協定を締結している者 
（変更なし） 0.25点 

災害時応急対策活動等に関する基本

協定を締結していない者 
（変更なし） 0点 

※実績は東広島市発注のものに限る。 
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区分 評価内容
市内本店

のみ
市外

参加可
市内本店

のみ
市外

参加可

4点 2点 4点 2点

5点 5点 5点 5点

― 2点 ― 2点

3.75点 2.75点 3点 2.75点

0.25点 0.25点 0.25点 0.25点

5点 5点 5点 5点

18～28点 17～27点
17.25～
27.25点

17～27点

※1　

※2　

※3

※4

※5

※6

上での応札者と同様に評価する。

3.配置予定技術者
の能力

Ⅰ
型

○

○

△
(協定締結のみ

0.25点)

―

○ ○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

― ○

― ○

○ ○

○ ○

○

○

○ ○

○ ○

○

○

○

○ ―

○ ○

○

○

○

○

―

○

○

○

―

○

○

―

○

1点

(1)障害者雇用の状況　※5

(2)広島県アダプト制度(マイロード・ラブリバー制
   度)における活動実績の有無  （前年度）

(3)東広島市公園里親制度活動の実績の有無
　　（前年度）

(1)災害対応活動の有無

(1)地域内における本店の有無

(2)東広島市域内における同種工事の元請施工
　実績 (直近15年間）※1

0.25点

0.5点

1点

1点

1点

1点

○

2点

2点

4.地域の精通性

5.地域貢献の実績

2.企業の施工能力

(4)継続教育(CPD)の取組状況

1点

1点

1点

1点

―

(5)若手技術者(39歳以下)又は女性技術者の活
   用

(4)市内企業の活用割合
　(一次下請総額に占める市内企業の割合)

(5)市内資材販売業者からの指定資材調達割合

1.施工計画

(1)施工計画の実施手順の妥当性

(2)工期設定の適切性

(3)施工に関する課題への対応の適切性

(1)同種・類似工事の施工実績
　　（直近15年間） ※1

(2)工事成績評定点
　　(直近3年間の平均） ※2

(1)主任(監理)技術者の保有する資格
   (専門資格を含む)　※3

(2)主任(監理)技術者の同種･類似工事の施工
   経験の有無　（直近15年間）  ※1

(3)施工経験工事の従事形態　　※4

6～10点

△
（1項目以上選択）

△
（1項目以上選択）

△
（選択）

△
（選択）

△
（選択）

△
（選択）

(4)品質の確認方法、管理方法の適切性

配点
土木一式

左記以外
(建築一式、舗装、その他)

2点

令和２年度　総合評価落札方式一般競争入札　　評価項目・配点

6点

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

小　　計

○ ○
(1)調査基準価格に基づく施工体制の確保
  (前年度に完了検査を受けた低入札工事の成績評定が全て
  良好であった者は調査基準価格以上と同様に加点)※6

6.社会貢献

7.施工体制
5点 ○ ○

0.25点 ○ ○

2点

1点

評価項目

6～10点

業者との間に第三者の介入する余地の無い雇用に関する一定の権利義務関係が開札日前に連続して3か月以上存すること）とある場合に評価の対象とする。

調査基準価格未満の応札者のうち、前年度に完了検査を受けた同一工種での低入札工事の工事成績評定が全て８０点以上であった者は、調査基準価格以

65点未満の者又は実績のない者は、0点とする。

技術者資格の配点は次のとおりとする。

　専門資格設定ありの場合： 専門資格あり 1.0 、 専門資格なし・1級技士 0.5 、 専門資格なし・2級技士 0.25

合　　計

3.(2)において評価した場合に評価の対象とする。

　専門資格設定なしの場合： 1級技士 1.0 、 2級技士 0.5

障害者の雇用の促進等に関する法律(昭和35年法律第123号)に基づく雇用義務がない者にあっては、入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係(所属建設

○

○

○

平成17年4月1日以降に完成した元請施工実績を評価の対象とする。

平成29年度から令和元年（平成31年）度までの同一工種の平均点とする。

（ただし、令和2年5月31日以前に公告を行う案件は、平成28年度から平成30年度までの平均点とする。）

平均工事成績評定点 85点以上

平均工事成績評定点 65点～85点未満

2.0

2.0×（平均工事成績評定点-65）/20

区分 得点

Ⅰ
型
・
 
 
 
 
共
通

 

Ⅱ
型
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２ 工事成績条件付一般競争入札について 

 

１ 趣旨 

  工事成績評定点を参加要件に加えた一般競争入札は、平成３０年７月豪雨に係る災害復旧工事の

対応を優先するため、「復旧・復興プラン」の期間中（平成３０年度～令和２年度）は、実施しない

こととします。 

 

  ※令和２年度においては、実施しません。 

 

  ※令和元年度においても、令和元年１２月以降は、実施しません。 
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３ 工期に余裕期間を設定した工事の実施について 

 

１ 趣旨 

災害復旧工事については、余裕期間制度（主に任意着手方式）を適用し発注しています。 

 

２ 余裕期間制度（任意着手方式）とは 

  発注者が示した「工期の始期を選定する期限日」までの間で、受注者が「工期の始期」

を選択する方式です。 

 

 

 

 

 

   発注時 

 

 

 

   契約時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

余裕期間 実工期 

余裕期間  実工期  

※余裕期間は通常工期の４０％を超えず、かつ、５か月を超えない範囲内で設定します。 

 ただし、災害復旧工事については余裕期間の範囲の制限を適用しないものとします（参考図）。 

※工事費の積算は、契約締結（予定）日の翌日から直ちに着工する工期を基準とし、通常工期を超え

た期間の積算上の割増しは行いません。 

※余裕期間内の現場管理は、発注者が行います。受注者は、余裕期間内に資材等の準備はできますが、

現場への資材の搬入、仮設物の設置等、工事の着手（測量等、現場作業が伴うものを含む。）を行

ってはいけません。 

※実工期の期間は、準備・後片付け期間を含む、契約上の工期をいいます。 

工期の始期を選定する期限日 

※落札者は「契約締結日の翌日」から「工期の始期を選定する期限日」までの 

期間の任意の日を「工期の始期」とする。 

受注者が選定した「工期の始期」 実工期の日数は変わらない 

 

用語の定義 

・余裕期間：契約締結（予定）日の翌日から工期の始期の前日までの期間をいう。 

・通常工期：通常の積算により算出した工期をいう。 

・実工期 ：全体工期内で、実際に工事を施工するために必要な期間（準備期間と後片付け期間を含む）で、 

      契約上の工期をいう。 

・工期の始期を選定する期限日：発注者が指定する、受注者が工期の始期として選定できる期間の末日をいう。 

・工期の始期：実工期の始期をいう。 

・工期の終期：実工期の終期をいう。 
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参考図 

 

通常 

 

 

 

 

 

 

 

    ①通常工期が決まる 

     ②通常工期の 40％以内かつ 5か月以内で余裕期間が決まる 

     ③契約締結予定日の翌日から②で算出した日数が余裕期間となる。 

 

※余裕期間は通常工期の４０％かつ５か月以内で設定します。 

 

 

 

災害復旧工事 

 

 

 

 

 

 

 

①工期末が決まる 

      ②通常工期が決まる 

      ③工期末から通常工期の日数をさかのぼった日が「工期の始期を選定する期限日」となり、

契約締結日の翌日から「工期の始期を選定する期限日」までが余裕期間となる（日数制

限なし）。 

 

※災害復旧工事に限り余裕期間の設定範囲を撤廃し、任意着手方式については工期末

から通常工期を逆算した日を「工期の始期を選定する期限日」とし、契約締結日の

翌日から「工期の始期を選定する期限日」を発注者の設定する余裕期間とします。 

 

 

 

②余裕期間 ①実工期＝通常工期（200 日） 

余裕期間 ②実工期＝通常工期（200 日） 

余裕期間を通常工期の４０％かつ

５か月以内で設定 

③200 日 

①工期末 

③80 日 
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３ 対象工事 

  建設工事のうち、発注者の判断により余裕期間を設けることが有益と認められる工事を

対象とします。（入札公告等及び特記仕様書に明記します。） 

 

４ 技術者配置のイメージ 

余裕期間内は、主任技術者、監理技術者及び現場代理人の配置が不要です。 

主任技術者又は監理技術者の配置に係る要件は、工期の始期時点において満 

たしているものとします。 

（ただし、直接的かつ恒常的な雇用関係は、開札日前までに連続して３か月以上存在するものとします。） 

 

①【通常の専任工事：１号工事】 

 

入

札 

入

札 

開

札 
… 

落

札 
… 

契

約 
実工期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②【余裕期間制度適用工事：１号工事】 

 

入

札 

入

札 

開

札 
… 

落

札 
… 

契

約 
余裕期間 実工期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・技術者の資格要件（専任要件を含む。）は、工期の始期時点の状況により判断
します。 
※直接的かつ恒常的な雇用関係は開札日の前日の状況で判断します。 

・工期の始期の前日までは、他の工事に技術者が配置されていてもよいものと 
します。 

資格要件を満たす期間 

技術者配置期間 

技術者専任配置期間 

 

他の工事に 

配置不可 

 

資格要件を満たす期間 

技術者配置不要 

他の工事に配置可能 

 

 

・技術者の資格要件（専任要件を含む。）は、開札日の前日の状況により判断し
ます。 

・応札者は、受注工事に技術者を配置している間は、専任配置義務の工事の 
入札に参加できません。（事後審査で無効となる。） 
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５ 発注の際の記載について   

  一般競争入札：公告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

余裕期間制度適用工事であることと 

余裕期間制度の方式を明記しています。 
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  指名競争入札：指名通知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

余裕期間制度適用工事であることと 

余裕期間制度の方式を明記しています。 
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 別紙「余裕期間制度適用に関する事項」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

余裕期間制度の方式別に必要な情報を 

明記しています。 
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特記仕様書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 落札から契約締結まで 

①落札決定 

契約を締結するまでの間に、工期の始期の申出をしてください（様式１）。 

   ※落札者は、契約締結（予定）日の翌日から工期の始期を選定する期限日までの期間

の任意の日を工期の始期とすることができます。 

   ※現在、落札決定日の翌日１３時までの提出をお願いしています。提出期間が短いた

め、落札候補者となった方は提出の準備をお願いします。 

   ※履行期間が決定した後に契約書を作成するため、契約保証の準備等で契約書の案が

必要な方は早めにご提出ください。 

  

  ②契約締結 

   契約保証の保証期間は余裕期間の利用の有無にかかわらず、契約締結日の翌日から工

期の終期までを対象としてください。 

   ※工期の始期以降でなければ、発注者に対して前払金の支払いを請求することができ

ませんのでご注意ください。 
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様式１ 

 

  

  

７ 契約締結後の変更 

余裕期間内に受注者の準備が整った場合は、監督職員と協議の上、契約変更により、工

事に着手することができます。 

※基本的に実工期の変更はできません。 

※受注者が当初の余裕期間を利用することにより生じる経費は、受注者負担です。 

 

落札決定日の翌日 

１３時までの提出を

お願いしています。 

無理のない工期を 

定めるように 

してください。 
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４ 工事関係書類の簡素化について 

①主要資材一括承認について 

（材料承認時の添付書類の簡素化）   

                             

１  趣 旨 

設計図書（共通仕様書・特記仕様書）において「監督職員の試験もしくは確認及び承

諾を受けて使用することを指定された資材」は、見本または品質を証明する資料を工事

材料を使用するまでに監督職員に提出し、確認を受ける必要があります。 

  材料承認時の添付資料の簡素化として、東広島市ホームページに一括承認資材として

掲載された資材を使用する場合は、受注者から監督職員への材料承認時の添付書類（見本

または品質を証明する資料）の提出を不要とします。 

 

２  対象資材  

レディーミクストコンクリート、アスファルト合材、路盤材、環境保全型ブロック、角フリ

ュームのうち、東広島市ホームページで「一括承認一覧表」に掲載された種類・規格の資材。 

 

 

３  材料承認時の添付書類の簡素化 

受注者は、一括承認されている資材を使用する場合は、資材承認願いの鑑へ「製品 

名、規格、会社名（工場名）、承認番号」を記載することで、監督職員への材料承認時の

添付書類の提出を不要とします。 

 

 

４  注意事項 

土木工事共通仕様書で規定された「受注者は，工事に使用した材料の品質を証明する

品質規格証明書を受注者の責任において整備，保管しなければならない。」について省

略するものではありません。 

 

５  対象工事 

   すべての工事 

 

６  適用期間 

  令和元年１０月２５日から適用（毎年更新） 
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②環境保全型ブロックの壁体重量確認の簡素化について 

                            

                                

１  趣 旨 

   平成 30年 7月豪雨災害の復旧工事に伴い、環境保全型ブロックを使用する工事が多く

発注されることから、従来工事ごとに実施していた壁体重量（使用する中詰材を含めた）

の確認を、次の方法により省略できるものとします。 

 

２  内 容 

（１） 壁体重量工場確認による方法： 方法１ 

市が製造者（メーカー）工場にて、ブロック及び各種中詰材を含めた壁体重量確

認を実施し、その結果をホームページで公表しています。 

受注者は、使用する資材の組み合わせが市ホームページで公表されているものと同

一であれば、現場での壁体重量確認を省略できるものとします。 

 

   ●受注者の手続き 

使用する資材の組み合わせ（ブロック＋中詰材）が、市ホームページで公表さ

れているものと同一（製造者、製品名、規格）の組み合わせである場合、「現地で

の壁体重量確認を省略する旨」を打合せ簿に記載し提出  

 

（２） 他工事の壁体重量確認結果による方法： 方法２ 

壁体重量を満足していることが他の工事での実績により確認できる場合は、現場

での壁体重量確認を省略できるものとします。 

確認結果の書類提出及び確認方法は、広島県通知の「コンクリートブロック積（空 

積）擁壁における壁体重量検査の簡素化について」によるものとします。 

ただし、「広島県土木建築局発注工事であること」とあるのは、「東広島市発注工

事」と読み替えます。 

    

３  対象工事 

   すべての土木工事 

 

４  適用期間 

  令和元年１０月２５日から適用（毎年更新） 
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５ その他 

 

（１） 災害復旧工事の発注について 

①平成３０年７月豪雨災害の復旧工事に係る「復興歩掛」及び「復興係数」の 

導入について [再説明]  

…資料の２０～２２ページをご確認ください。 

 

②遠隔地からの「労働者確保に要する間接工事費」及び「建設資材調達」に係る

設計変更について [再説明]  

…資料の２４～２６ページをご確認ください。 

 

（２） 指名競争入札及び随意契約について 

提出期限までに、指名競争入札においては入札書又は辞退届が提出されない場

合、随意契約においては見積書又は辞退届が提出されない場合は、欠席となり指

名除外の対象となります。 

「指名通知書」や「随意契約に係る見積依頼書」を受け取られた方は、その提

出期限にご注意ください。 

 

（３） 東広島市低入札価格調査制度事務取扱要領の改正について 

（令和元年５月１０日以降適用開始） 

…資料の２７ページをご確認ください。 

 

（４） 復旧・復興ＪＶ制度の導入について 

（令和２年１月以降予定） 

…資料の２８ページをご確認ください。 

 

（５） 平成３０年７月豪雨に伴う災害復旧工事に係る主任技術者及び現場代理人の 

     兼務制限の緩和について（特例措置） 

（令和元年１１月２２日以降適用開始） 

…資料の２９～３３ページをご確認ください。 

 

 

 ・工事の一時中止について …当分の間、広島県策定の「工事一時中止に係るガイド 
ライン（案）（平成２７年１月）」に準拠する。 

 
 ・落札決定から契約締結までの日数について（災害復旧工事） 
 
 ・民法改正に伴う標準約款の改正について 
 
 ・令和元年１０月１日からの消費税率の引き上げについて 
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（１）災害復旧工事の発注について 

① 平成 30 年 7月豪雨災害の復旧工事に係る 

「復興歩掛」及び「復興係数」の導入について 
 

１ 趣旨 

  平成 30年 7月豪雨の復旧・復興工事の本格化を踏まえ、円滑な施工の確保

に万全を期すための新たな対策として、予定価格の適切な設定に必要となる

「復興歩掛」及び「復興係数」を導入します。 

 

２ 対象工事について 

  本市が発注する公共土木災害、農地・農林業用施設災害のすべてを対象と

する。 

 

３ 主な対策の内容について 

（１）復興歩掛：土工の日当たり標準作業量を２０％低下する補正を設定 

（２）復興係数：共通仮設費を１．１倍、現場管理費を１．１倍に補正 

 

４ 適用開始日及び期間について 

（１）令和元年９月１１日以降に公告、指名又は見積依頼する工事 

※令和元年９月１０日以前に公告、指名又は見積依頼済の工事（既契約工

事を含む）については、適用対象外とする。 

 

 

 

 

（２）適用期間は、別途定める日までとする。 

 

５ 広島県の通知について 

  上記運用のほか、広島県から通知のあった資料に基づき運用するものとし

ます。 

【参考１】 

   災害関連工事への「復興歩掛」及び「復興係数」の導入について（広島

県土木建築局） 

【参考２】 

   災害関連工事への「復興歩掛」及び「復興係数」の導入について（広島

県農林水産局） 

 

災害発生→

9/11以降に公告、

指名又は見積依頼する案件→

11/15以降に公告、

指名又は見積依頼する案件→

適用なし 適用あり
変更で対応

適用あり
当初設計から反映
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（１）② 遠隔地からの「労働者確保に要する間接工事費」及び 

「建設資材調達」に係る設計変更について 
 

１ 趣旨 

  平成 30 年 7 月豪雨の復旧・復興工事の本格化を踏まえ、円滑な施工の確保に万

全を期すための新たな対策として、遠隔地からの「労働者確保に要する間接工事費」

及び「建設資材調達」に係る設計変更について、次のとおり運用を開始します。 

 

２ 対象工事について 

  本市が発注する公共土木災害、農地・農林業用施設災害のすべてを対象とする。 

 

３ 遠隔地からの労働者確保に要する間接工事費の設計変更について 

（１）宿泊費や労働者の赴任手当など、積算上見込んでいる金額以上に必要となる

費用について設計変更により対応できることとする。ただし、これらの費用に

ついては、共通仮設費率分及び現場管理費率分へ一定の率を見込んでおり、実

際に要した費用からそれらの費用を差し引いた額を積上げ計上する。 

（２）交通誘導員の労務単価が「公共工事設計労務単価」と乖離する場合は、見積

りにより労務単価を決定できることとする。 

（３）運用については、広島県の通知のとおりとする。 

 

４ 遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更について 

（１）当初の調達条件によりがたい場合には輸送費や購入費用など調達時の実態を

反映して設計変更により対応できることとする。 

（２）運用については、広島県の通知のとおりとする。 

 

５ 適用期間について 

（１）令和元年９月１３日から運用を開始する。 

 

 

 

 

（２）発注済みの工事で適用する場合は協議の上、適用する。 

 

６ 広島県の通知について 

  上記運用のほか、広島県から通知のあった資料に基づき運用するものとします。 

【参考】 

  災害復旧工事を円滑に進めるための入札契約制度の取り組み（H30.12.10 広島県

土木建築局） 

 

災害発生→

10/30以降に公告、
指名又は見積依頼する案件→

適用あり（特記に記載有り）
変更で対応

適用あり（特記に記載無し）
変更で対応
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【抜粋】災害復旧工事を円滑に進めるための入札契約制度の取り組み 

（H30.12.10 広島県土木建築局） 
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【抜粋】災害復旧工事を円滑に進めるための入札契約制度の取り組み 

（H30.12.10 広島県土木建築局） 

-26--26- R1.11.28入札・契約制度説明会資料（建設工事）



 

（３）東広島市低入札価格調査制度事務取扱要領の改正について 

 

１．趣旨 

  ダンピング対策の更なる徹底を図るため、国の低入札価格調査制度対象工事に

係る特別重点調査の運用の改正に伴い、東広島市低入札価格調査制度事務取扱要

領の改正を行った。 

 

２．改正内容 

「低入札価格調査制度対象工事に係る特別重点調査の試行について」の一部改正

（平成３１年３月２９日改正）に準拠して、次の算定式を改正した。 

ア 失格基準価格の算定式の改正 

 改正前 改正後 

直接経費 市が積算した直接経費に 

１０分の７.５を乗じて得た額 

市が積算した直接経費に 

１０分の９を乗じて得た額 

共通仮設費 

率分 

市が積算した共通仮設費率分に 

１０分の７を乗じて得た額 

市が積算した共通仮設費率分に 

１０分の８を乗じて得た額 

現場管理費 市が積算した現場管理費に 

１０分の７を乗じて得た額 

市が積算した現場管理費に 

１０分の８を乗じて得た額 

一般管理費等 市が積算した一般管理費等に 

１０分の３を乗じて得た額 

市が積算した一般管理費等に 

１０分の３を乗じて得た額 

  イ 聞き取り調査基準の算定式の改正 

    次の工事費内訳ごとに市が積算した費用以上であること。 

 改正前 改正後 

直接経費 市が積算した直接経費の７５％

以上であること 

市が積算した直接経費の９０％

以上であること 

共通仮設費 

率分 

市が積算した共通仮設費率分の

７０％以上であること 

市が積算した共通仮設費率分の

８０％以上であること 

現場管理費 市が積算した現場管理費の 

７０％以上であること 

市が積算した現場管理費の 

８０％以上であること 

一般管理費等 市が積算した一般管理費の 

３０％以上であること 

市が積算した一般管理費の 

３０％以上であること 

  

３．適用日 

  令和元年５月１０日以降に見積依頼、指名又は公告する案件に適用する。 
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（４）復旧・復興ＪＶ制度の導入について 

 

１．趣旨 

  平成３０年７月豪雨に係る災害復旧工事の発注において、市内で不足する技術者

や技能労働者を確保するため、市内の建設業者が市外の建設業者と共同で工事の施

工を行うことを可能とする「復旧・復興 JV 制度」を導入します。 

 

２．復旧・復興 JV とは 

  本市において実績のある JV（ジョイントベンチャー）は、大規模かつ技術難度の

高い工事において、技術力の集結によって工事の安定的施工を目的とする「特定 JV」

ですが、「復旧・復興 JV」は、被災地域外の建設企業も構成員とすることによって、

入札不調の要因のひとつである技術者不足の解消を主な目的とするものです。 

 

３．制度概要 

（1）対象工事の金額・対象業種 

設計金額８千万円以上 災害復旧工事に係る土木一式工事（入札公告で指定する工事） 

（2）構成員数・出資割合 

２者～３者 ２者 JV の場合は 30％以上・３者 JV の場合は 20％以上 

（3）構成員の資格（地域要件） 

代表構成員 他の構成員 

市内 （又は出資比率が最大の者） なし 

※原則として、出資割合にかかわらず、市内業者を代表企業とする。ただし、出資比率が最大の構成員 

 は市外業者でも代表構成員になることができる。 

（4）構成員の資格（ランク） 

代表構成員 他の構成員 

A A 又は B（C） 

※３者 JV の場合に限り、１者についてはＣランクも可とする。 

（5）構成員の資格（営業年数・元請実績・技術者専任配置・特定建設業許可） 

営業年数 元請実績 技術者専任配置 特定建設業許可 

２年以上（全構成員） 必要（全構成員） 必要（全構成員） 必要（１者以上） 

※特定建設業許可は、構成員中１者以上必要とし、できるだけ代表企業に求める。 

 

４．適用時期 

  令和２年１月から当分の間 
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（５）平成３０年７月豪雨に伴う災害復旧工事に係る主任技術者 

及び現場代理人の兼務制限の緩和について（特例措置） 
 

１ 趣旨 

  平成 30 年 7 月豪雨によって、市内の広範囲にわたって甚大な被害が生じ、

今後、集中的に発注される災害復旧工事について、入札の不調・不落を防止

し円滑な工事執行を図るため、主任技術者及び現場代理人（以下「主任技術

者等」という。）の兼務制限を緩和する。 

 

２ 内容 

１）次表の適用金額が 3,500万円未満（建築一式工事にあっては、7,000 万

円未満。以下同じ。）の災害復旧工事に係る主任技術者等は、兼務制限の

件数としてカウントしない。（兼務する全ての工事が 3,500 万円未満かつ

東広島市内であれば、災害復旧工事の件数は無制限とする。） 

２）次表の適用金額が 3,500万円以上（建築一式工事にあっては、7,000 万

円以上。）の工事にかかる主任技術者等は、災害復旧工事を含む場合、工

事場所が東広島市内で密接な関係があり、全ての工事場所の間隔が 15km

程度以内の公共工事であれば 3 件まで兼務を認める。（監理技術者の場合

は兼務不可） 

請負対象設計金額（税込） 主任（監理）技術者 現場代理人 

１

号

工

事 

・

総

合

評

価 

3,500万円以上 
（建築一式工事は、7,000万円以上） 

【監理技術者配置工事 ※１】 

兼務不可 兼務不可 

3,500万円以上  
（建築一式工事は、7,000万円以上） 

【主任技術者配置工事】 

2件以内 ※２ 

 

※災害復旧工事を含

む場合、工事場所が東

広島市内で密接な関

係（※４）があり、全

ての工事場所の間隔

が 15km 程度以内の

公共工事であれば 3

件まで兼務を認める。

※２ 

2件以内 ※２ 

 

※災害復旧工事を含

む場合、工事場所が東

広島市内で密接な関

係（※４）があり、全

ての工事場所の間隔

が 15km 程度以内の

公共工事であれば 3

件まで兼務を認める。

※２ 

２

号

工

事 

・

総

合

評

価 

3,500万円未満  
（建築一式工事は、7,000万円未満） 

5件以内 

 

※災害復旧工事に係

る主任技術者等の件

数を除く。 ※３ 

5件以内 

現場代理人配置特例 

※災害復旧工事に係

る主任技術者等の件

数を除く。 ※３ 

500万円未満 
（建築一式工事は、1,500万円未満） 

兼務制限なし 
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※１ 入札参加条件等において監理技術者の配置を求めている工事を含む。 

※２ 申請により、同一の主任技術者による管理が認められた公共工事に限る。 

※３ 兼務制限の件数から除く災害復旧工事に係る主任技術者等については、他の

工事の現場代理人と兼務する場合に行っている発注者双方の兼務承認の手続を

不要とする。 

※４ 密接な関係とは、工事の対象となる工作物に一体性若しくは連続性が認めら

れる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事（資材の調達を一括で行う

場合や工事の相当の部分を同一の下請け業者で施工する場合を含む）をいう。 

 

３ 適用期間 

令和元年 11月 22日から当分の間とする。 

なお、従前の取扱いにより、契約済の工事又は公告・指名・見積依頼をした

工事についても、当該工事に関する共通仕様書、特記仕様書、誓約書の内容に

かかわらず、この取扱いの対象とする。また、過年度発生災害や今後発生する

災害もこの取扱いの対象とする。 
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東広島市発注工事に係る配置技術者等の取り扱いについて               別表 

 

新たな職種 

 

 

現在の職種 

 

主任(監理)技術者 

現場代理人 

現場専任 現場専任を要しない 

請負代金額 3,500 万
円以上（建築一式
7,000 万円以上）又
は入札参加条件等に
おいて技術者を「施
工現場に専任で配置
できる者」とする場
合 

請負代金額 500 万円
以上 3,500 万円未満
（建築一式 1,500 万
円以上 7,000 万円未
満） 

請負代金額 500 万
円未満 (建築一式
1,500 万円未満) 

 対照方向 

A

さ
ん 

経営管理責任者又は 

営業所の専任技術者 
× 

※原則不可 

ただし、当該営業所に近接し、常時連絡
体制を取れる場合に限り４件まで可能
（注５） 

× 

B

さ
ん 

専任の主任(監理)技術
者 

※入札参加条件等におい
て技術者を「施工現場に専
任で配置できる者」とする
場合を含む。 

※原則不可（注２） 

ただし、東広島市内で密接な関係（注３）があり、相互の間
隔が１０ｋｍ以内の公共工事に限り当該担任工事を含めて２件
まで可能（注６） 

なお、監理技術者（入札参加条件等において監理技術者の配
置を求めている場合を含む。）の場合は不可 

当該担任工事のみ可
能（注４）（注７） 

C

さ
ん 

経営管理責任者又は 

営業所の専任技術者 

及び 

専任を要しない 

主任(監理)技術者（特例） 

× 

※原則不可 

ただし、当該営業所に近接し、常時連絡
体制を取れる場合に限り当該担任工事を
含めて４件まで可能 

（注５） 

× 

D

さ
ん 

専任を要しない主任(監
理)技術者 

※原則不可 

（注２）（注６） 

当該担任工事を含
めて５件まで可能 

（注５） 

当該担任工事を含
め 500 万円未満(建
築一式は 1,500 万円未
満)の工事のみであ
れば、数に制限な
く可能 

原則当該担任工事の
み可能 

（注１）現場代理人配
置特例 

（注４）（注５）（注７） 

Ｅ
さ
ん 

現場代理人 
当該担任工事のみ
可能（注４）（注７） 

原則当該担任工事のみ可能 

（注１）現場代理人配置特例 

（注４）（注５）（注７） 

※原則不可 

（注１）現場代理人配
置特例 

（注４）（注５）（注７） 

（注１） 

現場代理人配置特例 

   1.次の条件をいずれも満たす場合は、現場代理人の兼務を発注者に申請することができる。ただし、一円の地
域を対象とする工事（工事場所を「○○一円」とする工事）は除く。 

① 兼務する工事の請負代金額が全て 3,500 万円（建築一式工事にあっては、7,000 万円）未満であること（た
だし、入札公告において技術者を施工現場に専任で配置するとしたものは条件を満たさないものとする。）。 

② 兼務する工事が東広島市又は広島県の発注であること。 
③ 兼務する工事件数が本件工事を含め 5 件（災害復旧工事を除く）以内であること。 
④ 兼務する工事の全ての工事現場が同一町内であること。ただし、兼務する工事現場が同一町内を越える
ときは、全ての工事現場間が直線距離で 5km 以内であること。 

⑤ 兼務する工事が広島県発注工事である場合は、当該工事の発注者である広島県が兼務を承認したことを
証する書面の写しを提出できること。 

⑥ 監督員等の求めにより、速やかに工事現場に向かう等適切な対応ができること。 
2.本工事の附帯工事で特命随意契約による場合は、本工事の現場代理人が附帯工事の現場代理人を兼ねること
ができる。 

3.請負代金額 500 万円未満の維持修繕工事及び災害復旧工事については、同一町内における工事に限り、数に
制限無く現場代理人を兼ねることができる。ただし、500 万円以上(建築一式も同様)の工事を１つでも担任(現
場代理人又は主任（監理）技術者)している場合は適用しない。 

（注２） 

建設業法施行令（昭和 31 年政令第 273 号）第 27 条第 2 項が適用可能な工事であって、同一の主任技術者が当

該工事の管理を行うことが認められるものにあっては、次の条件をいずれも満たす場合は、主任技術者の兼務を

発注者に申請することができる。ただし、監理技術者（入札参加条件等において監理技術者の配置を求めている

場合を含む。）の場合は、対象外とする。申請手続きについては、入札公告等で確認すること。 

① 兼務する工事が公共工事であること。 
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② 兼務する工事の工事場所が東広島市内で密接な関係（注３）があり、相互の間隔が 10km 以内であること。 

③ 兼務する工事件数が本件工事を含め 2 件以内であること。 

④ 兼務する工事が同一の発注者によるものでない場合は、兼務先の発注者が、兼務を承認したことを証する 

書面の写しを提出できること。 

（注３） 

密接な関係とは、工事の対象となる工作物に一体性若しくは連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に

調整を要する工事（資材の調達を一括で行う場合や工事の相当の部分を同一の下請け業者で施工する場合を含

む）をいう。 

（注４） 

工事場所が 10km 以内で密接な関係（注３）のある他の公共工事（建設業法施行令第 27 条第 2 項が適用される

工事として、同一の主任技術者による工事の管理が認められるものに限る。）において現場代理人又は主任技術

者として配置されている期間であって、かつ、次の条件をいずれも満たす場合は、現場代理人について、他の公

共工事の現場における現場代理人又は主任技術者との兼務を発注者に申請することができる。ただし、監理技術

者（入札参加条件等において監理技術者の配置を求めている場合を含む。）の場合は、対象外とする。申請手続

きについては、入札公告等で確認すること。 

① 兼務する工事件数が本件工事を含め 2 件以内であること。 

② 兼務する工事場所が東広島市内であること。 

③ 兼務する工事が同一の発注者によるものでない場合は、兼務先の発注者が、兼務を承認したことを証する 

書面の写しを提出できること。 

④ 監督員等の求めにより、速やかに工事現場に向かう等適切な対応ができること。 

（注５） 

平成 30 年 7 月豪雨に伴う災害復旧工事に係る主任技術者及び現場代理人の兼務制限の緩和特例１ 

1.請負代金額 3,500 万円（建築一式工事にあっては、7,000 万円）未満の災害復旧工事（入札参加条件等にお

いて技術者を「施工現場に専任で配置できる者」とするものを除く。）に係る主任技術者及び現場代理人は、

兼務制限の件数としてカウントしない（兼務する全ての工事が専任配置を要しない請負代金額 3,500 万円（建

築一式工事にあっては、7,000 万円）未満かつ東広島市内であれば、災害復旧工事の件数は無制限とする。）。 

2.兼務制限の件数から除く災害復旧工事に係る主任技術者及び現場代理人については、他の工事の現場代理人

と兼務する場合に行っている発注者双方の兼務承認の手続を不要とする。 

3.適用期間は、平成 30 年 9 月 18 日から当分の間とする。なお、従前の取扱いにより、契約済の工事又は公告・

指名・見積依頼をした工事についても、当該工事に関する共通仕様書、特記仕様書、誓約書の内容にかかわら

ず、この取扱いの対象とする。また、過年度発生災害や今後発生する災害もこの取扱いの対象とする。 

（注６） 

  平成 30 年 7 月豪雨に伴う災害復旧工事に係る主任技術者及び現場代理人の兼務制限の緩和特例２ 

1.建設業法施行令（昭和 31 年政令第 273 号）第 27 条第 2 項が適用可能な工事であって、同一の主任技術者

が当該工事の管理を行うことが認められるものにあっては、次の条件をいずれも満たす場合は、主任技術者

の兼務を発注者に申請することができる。ただし、監理技術者（入札参加条件等において監理技術者の配置

を求めている場合を含む。）の場合は、対象外とする。申請手続きについては、入札公告等で確認すること。 

① 兼務する工事が公共工事であること。 

② 兼務する工事の工事場所が東広島市内で密接な関係（注３）があり、全ての工事場所の間隔が 15km 以内 

であること。 

③ 兼務する工事件数が本件工事を含め 3 件以内であること。 

④ 兼務する工事が同一の発注者によるものでない場合は、兼務先の発注者が、兼務を承認したことを証する 

書面の写しを提出できること。 

⑤ 兼務する工事に災害復旧工事を 1 件以上含むこと。 

2.適用期間は、令和元年 11 月 22 日から当分の間とする。なお、従前の取扱いにより、契約済の工事又は公

告・指名・見積依頼をした工事についても、当該工事に関する共通仕様書、特記仕様書、誓約書の内容にか

かわらず、この取扱いの対象とする。また、過年度発生災害や今後発生する災害もこの取扱いの対象とする。 

（注７） 

  平成 30 年 7 月豪雨に伴う災害復旧工事に係る主任技術者及び現場代理人の兼務制限の緩和特例３ 

1.全ての工事場所の間隔が 15km 以内で密接な関係（注３）のある他の公共工事（建設業法施行令第 27 条第 2

項が適用される工事として、同一の主任技術者による工事の管理が認められるものに限る。）において現場代

理人又は主任技術者として配置されている期間であって、かつ、次の条件をいずれも満たす場合は、現場代

理人について、他の公共工事の現場における現場代理人又は主任技術者との兼務を発注者に申請することが

できる。ただし、監理技術者（入札参加条件等において監理技術者の配置を求めている場合を含む。）の場合

は、対象外とする。申請手続きについては、入札公告等で確認すること。 

① 兼務する工事件数が本件工事を含め 3 件以内であること。 

② 兼務する工事場所が東広島市内であること。 

③ 兼務する工事が同一の発注者によるものでない場合は、兼務先の発注者が、兼務を承認したことを証する 

書面の写しを提出できること。 
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④ 監督員等の求めにより、速やかに工事現場に向かう等適切な対応ができること。 

⑤ 兼務する工事に災害復旧工事を 1 件以上含むこと。 

2.適用期間は、令和元年 11 月 22 日から当分の間とする。なお、従前の取扱いにより、契約済の工事又は公

告・指名・見積依頼をした工事についても、当該工事に関する共通仕様書、特記仕様書、誓約書の内容にか

かわらず、この取扱いの対象とする。また、過年度発生災害や今後発生する災害もこの取扱いの対象とする。 
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